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じめ承諾する旨を定めていたところ，全国銀行協会は，1999年 4 月 2 日，この
規定を，債権譲渡の可能性を借主にあらかじめ知らせておくことを目的とした
内容に見直（変更）した。








































































































































































































































































































































































































































お わ り に
　銀行取引約定書における期限の利益喪失条項は，貸付債権が譲渡された場合
に随伴するのか，しないのか，これを肯定する場合には，いかなる論理構成に
依拠するのかという点につき，本稿では，銀行等金融機関間の貸付債権譲渡を
対象にして検討を加えた。検討の結果，債務者に特に不利益が生じないことな
どから，同条項の随伴性を肯定する結論に達した。しかし，なお検討を加える
べき点があろう。譲受債権につき譲受銀行の銀行取引約定書が適用されること
を検討することは，その一例であろう。この問題は，今後とも議論を重ねるべ
き課題である。
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道垣内弘人・前掲註 3座談会発言15頁参照。
樋口孝夫＝澤山啓伍＝工藤靖「シンジケートローン債権の譲渡の基礎理論と電子記録債権制度
への適用（上）（下）」金融法務事情1848号 8 頁以下，1849号44頁以下（2008年）も本稿の問題検
討において参考にした。
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